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 【 参 考 】 

 

■ＥＴＣ利用率の向上の取組み【ＥＴＣ利用率】 

平成19年度までの目標であるＥＴＣ利用率約70％を平成18年春までに前倒しで向上させ、料金所

渋滞を概ね解消させるという高い目標を課しているところです。「平成15年度達成度報告書・平成

16年度業績計画書」を平成16年6月に公表した時点の平成16年度末目標30％を、平成16年8月に平成

17年春に50％まで向上を図ることとし、各種施策を推進。その結果、平成17年春の実績値は47％（日

別データ：平成17年6月16日）となりました。また、セットアップ数は、平成15年度の約270万台か

ら、平成17年6月20日現在で約721万台へと約2.7倍に増加しています。 

  

 

 

 

 

 

■歩行空間のバリアフリー化、無電柱化ともに地方公共団体の取組みが低い 

【バリアフリー化の割合・市街地の幹線道路の無電柱化率】 

バリアフリー重点整備地区（予定含）における特定経路延長のバリアフリー化率が国及び都道府

県が管理する道路の割合が約4割となりました。一方で市区町村道の値（28%）が低く、今後とも市

区町村の取組みが課題となっています。 

市街地の幹線道路において、直轄国道での無電柱化率（約20%）に対し、補助国道及び都道府県

道における無電柱化率がそれぞれ5.9%、7.6%と低く、また、市区町村が管理する非幹線道路におけ

る無電柱化率では1.1％と、身近な道路における無電柱化が依然として低くなっています。 

 

 直轄国道 
都道府県が 

管理する道路 
市区町村が 

管理する道路 
全道路 

39.2% 38.0% 
歩行空間のバリアフリー化率 

38.2% 
27.5% 31.0% 

幹線道路 非幹線道路  

直轄国道 補助国道 都道府県道 幹線道路計 市区町村道 

市街地における無電柱化率 

（平成 16 年度末） 
19.7% 5.9% 7.6% 10.0% 1.1% 

表２ 道路管理者別の歩行空間のバリアフリー化率

表３ 道路種別毎の無電柱化の進捗状況 

図 11  ＥＴＣ利用率（左）とセットアップ台数の推移（右） 
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H15支援策実施

H15支援策対象拡大

H16支援策実施
阪神(車載器購入支援) 9/17～
首都(料金還元) 10/ 1～
ＪＨ(車載器購入支援)11/19～ 等

H17.3末 別納制度廃止
H17.4 ﾏｲﾚｰｼﾞ割引、

大口・多頻度割引開始
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